
月例経済報告の変遷

2019年 2020年
12月 1月

基 調 判 断

景気は、輸出が引き続き弱含むなかで、製造業を中
心に弱さが一段と増しているものの、緩やかに回復
している。
・個人消費は、持ち直している。
・設備投資は、機械投資に弱さもみられるが、緩や
かな増加傾向にある。
・輸出は、弱含んでいる。
・生産は、一段と弱含んでいる。
・企業収益は、高い水準にあるものの、製造業を中
心に弱含んでいる。企業の業況判断は、製造業を中
心に引き続き慎重さが増している。
・雇用情勢は、改善している。
・消費者物価は、このところ上昇テンポが鈍化して
いる。

　先行きについては、当面、弱さが残るものの、雇
用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果
もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。
ただし、通商問題を巡る動向、中国経済の先行き、
英国のＥＵ離脱等の海外経済の動向や金融資本市場
の変動の影響に加え、消費税率引上げ後の消費者マ
インドの動向に留意する必要がある。

景気は、輸出が引き続き弱含むなかで、製造業を中
心に弱さが一段と増しているものの、緩やかに回復
している。
・個人消費は、持ち直している。
・設備投資は、緩やかな増加傾向にあるものの、一
部に弱さがみられる。
・輸出は、弱含んでいる。
・生産は、一段と弱含んでいる。
・企業収益は、高い水準にあるものの、製造業を中
心に弱含んでいる。企業の業況判断は、製造業を中
心に引き続き慎重さが増している。
・雇用情勢は、改善している。
・消費者物価は、このところ上昇テンポが鈍化して
いる。

　先行きについては、当面、弱さが残るものの、雇
用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果
もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。
ただし、通商問題を巡る動向、中国経済の先行き、
英国のＥＵ離脱、中東地域を巡る情勢等の海外経済
の動向や金融資本市場の変動の影響に加え、消費税
率引上げ後の消費者マインドの動向に留意する必要
がある。

個 人 消 費 持ち直している。 持ち直している。

設 備 投 資
機械投資に弱さもみられるが、緩やかな増加傾向に
ある。

緩やかな増加傾向にあるものの、一部に弱さがみら
れる。

住 宅 建 設 弱含んでいる。 弱含んでいる。

公 共 投 資 堅調に推移している。 堅調に推移している。

輸 出 入
輸出は、弱含んでいる。
輸入は、おおむね横ばいとなっている。

輸出は、弱含んでいる。
輸入は、おおむね横ばいとなっている。

国 際 収 支 貿易・サービス収支は、おおむね均衡している。 貿易・サービス収支は、おおむね均衡している。

生 産 一段と弱含んでいる。 一段と弱含んでいる。

企 業 の
動 向

企業収益は、高い水準にあるものの、製造業を中心
に弱含んでいる。企業の業況判断は、製造業を中心
に引き続き慎重さが増している。

企業収益は、高い水準にあるものの、製造業を中心
に弱含んでいる。企業の業況判断は、製造業を中心
に引き続き慎重さが増している。

倒 産 件 数 おおむね横ばいとなっている。 おおむね横ばいとなっている。

雇 用 情 勢 改善している。 改善している。

(備考)下線部は、先月から変更した部分。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成
28年（2016年）熊本地震からの復旧・復興に向けて
取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なもの
とし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現し
ていく。
　このため、「経済財政運営と改革の基本方針
2019」、「成長戦略実行計画」等に基づき、潜在成
長率の引上げによる成長力の強化に取り組むととも
に、成長と分配の好循環の拡大を目指す。さらに、
誰もが活躍でき、安心して暮らせる社会づくりのた
め、全世代型社会保障を実現する。また、消費税率
引上げ後の経済動向を引き続き注視するとともに、
臨時・特別の措置を含む令和元年度予算を着実に執
行する。
　さらに、相次ぐ自然災害からの復旧・復興の取組
を加速しつつ、海外発の下方リスクを確実に乗り越
え、民需主導の持続的な経済成長を実現していくた
め、「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」を着
実に実行する。政府は、それを具体化するため、令
和元年度補正予算並びに令和２年度予算及び関連法
案の早期成立に努める。また、「令和２年度の経済
見通しと経済財政運営の基本的態度」（１月20日閣
議決定）を示した。
　日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつ
つ、２％の物価安定目標を実現することを期待す
る。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生及び平成
28年（2016年）熊本地震からの復旧・復興に向けて
取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なもの
とし、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現し
ていく。
　このため、「経済財政運営と改革の基本方針
2019」、「成長戦略実行計画」等に基づき、潜在成
長率の引上げによる成長力の強化に取り組むととも
に、成長と分配の好循環の拡大を目指す。さらに、
誰もが活躍でき、安心して暮らせる社会づくりのた
め、全世代型社会保障を実現する。また、消費税率
引上げ後の経済動向を引き続き注視するとともに、
臨時・特別の措置を含む令和元年度予算を着実に執
行する。
　さらに、相次ぐ自然災害からの復旧・復興の取組
を加速しつつ、海外発の下方リスクを確実に乗り越
え、民需主導の持続的な経済成長を実現していくた
め、12月５日に閣議決定した「安心と成長の未来を
拓く総合経済対策」を着実に実行する。政府は、そ
れを具体化するため、令和元年度補正予算（概算）
（12月13日閣議決定）を編成し、「令和２年度予算
編成の基本方針」（12月５日閣議決定）及び「令和
２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」
（12月18日閣議了解）も踏まえ、令和２年度政府予
算案（概算）（12月20日閣議決定）を取りまとめ
た。
　日本銀行には、経済・物価・金融情勢を踏まえつ
つ、２％の物価安定目標を実現することを期待す
る。

政 策 態 度



○2019年7～9月期四半期別ＧＤＰ速報（2次速報値）

・ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比）
2019年7～9月期の実質ＧＤＰ(国内総生産・2011暦年連鎖価格)の成長率は、＋0.4％
(年率＋1.8％)となった。また、名目ＧＤＰの成長率は、＋0.6％(年率＋2.4％)となった。

・2018年度のＧＤＰ
2018年度の実質ＧＤＰ成長率は0.3％、名目ＧＤＰ成長率は0.1％となった。
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○2020年度の政府経済見通し（主要経済指標）

資料：内閣府「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和2年1月20日閣議決定）」



○　海外主要国の経済成長率の見通し

○ ＩＭＦの世界経済見通し（2020年1月20日発表）
2019年推計 2020年予測 2021年予測

日　　本 1.0 0.7 0.5
米　　国 2.3 2.0 1.7
ユーロ圏 1.2 1.3 1.4
中　　国 6.1 6.0 5.8
世 界 計 2.9 3.3 3.4

注）単位：％、実質ＧＤＰ成長率の前年比。

○ ＯＥＣＤの世界経済見通し（2019年11月21日発表）
2019年予測 2020年予測 2021年予測

日　　本 1.0 0.6 0.7
アメリカ 2.3 2.0 2.0
ユーロ圏 1.2 1.1 1.2
世界計 2.9 2.9 3.0

注）単位：％、実質ＧＤＰ成長率の前年比

○ アジア開発銀行のアジア大洋州主要国・地域別の経済成長見通し
　（2019年12月11日発表）
2019年予測 2020年予測

   地域全体 5.2 5.2
　 中　　国 6.1 5.8
   香 　 港 -1.2 0.3
　 韓　　国 2.0 2.3
　 台　　湾 2.2 2.0
　イ　ン　ド 5.1 6.5
 インドネシア 5.1 5.2
  マレーシア 4.5 4.7
  フィリピン 6.0 6.2
 シンガポール 0.6 1.2
  タ     イ 2.6 3.0
  ベ ト ナ ム 6.9 6.8
注）単位：％、実質ＧＤＰの前年比伸び率

○日銀の経済見通し
（2020年1月21日公表「経済・物価情勢の展望」）

　　　　―対前年度比、％。なお、＜＞内は政策委員見通しの中央値。

10月時点 10月時点 10月時点

+0.8～+0.9 +0.6～+0.7 +0.8～+1.1 +0.6～+0.9 +1.0～+1.3 +0.9～+1.2

< +0.8 > < +0.6 > < +0.9 > < +0.7 > < +1.1 > < +1.0 >

注１）「大勢見通し」は、各政策委員が最も蓋然性の高いと考える見通しの数値について、最大値と最小値を１個ずつ除いて、

　　　幅で示したものであり、その幅は、予測誤差などを踏まえた見通しの上限・下限を意味しない。

　２）各政策委員は、既に決定した政策を前提として、また先行きの政策運営については市場の織り込みを参考にして、上記の

２）見通しを作成している。

　３）教育無償化政策については、高等教育無償化等が2020 年４月に導入されることを前提としている。なお、2019 年10 月に

      実施された消費税率引き上げの2019 年度と2020 年度の消費者物価への直接的な影響を、10～11 月の実績値を踏まえて計

      算すると、それぞれ＋0.5％ポイントとなる。また、教育無償化政策の2019 年度と2020年度の消費者物価への直接的な影

      響を一定の仮定に基づき計算すると、それぞれ－0.3％ポイント、－0.4％ポイント程度となる。

２０２1年度２０２０年度２０１９年度

実質ＧＤＰ　大勢見通し


